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退職手当金と弔慰金

Q ●
● 当社の役員が、海外出張中に交通事故

で亡くなりましたので、遺族に対し、退職手

当金と弔慰金を支払うことにしました。退職

手当金と弔慰金では、相続税の取り扱いが異

なるのでしょうか。

A.:退職手当金は、みなし相続財産となり

相続税がかかりますが、弔慰金は、原則とし

て相続財産とはならず、相続税はかかりませ

ん 0

【解説】

会社から遺族へ支給される金品は、退職手

当金、功労金、弔慰金、花輪代など、いろい

ろの名義が付けられています。

弔慰金などという名目で相続人に支給され

ていても、それが実質上、退職金にかわって

支払われたものと認められる場合には、みな

し相続財産として相続税の課税対象となりま

す。

実質上の退職金にあたるかどうかは、退職

給与規定などの定めに基づいて判定しますが、

この定めがないときは、亡くなった人の地位

や功労などを考慮して、他の同等の企業の同

等の地位にある人の受ける額を勘案して判定

することになります。

しかし、弔慰金などの名目で支払われた金

品が実質上退職金に該当するかどうか明確で

ない場合には、その死亡が業務上の場合は死

亡当時の普通給与の3年分が、また、業務上

の死亡でない場合は、死亡当時の普通給与の

半年分が弔慰金として取り扱われ、それを超

える金額が退職金とみなされます。
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